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❺防災・危機管理 救急出場データに基づいた将来の救急需要予測及び救急隊適正配置の

分析 宮城県 仙台市 

取組の背景 

 課題 

年々増加する救急要請に対し、限られた救急隊を効率的に運用して救急要請場所へ迅速に到着させる必要がある。 

 きっかけ 

平成 28年度に策定した救急需要予測に対し、令和元年度の実績が大きく上回ったことから今後の救急需要への対応を

最新データに基づき再検討する必要が生じた。 

 発案者 

宮城県 仙台市 消防局 総務部 管理課 

取組の内容 

目的 将来の救急需要予測や救急隊の適正配置の分析を行う事により、現場到着時間の短縮及

び救命効果の向上を図ること。 

概要 ① 過去 5年間の救急搬送人員の実績を基に、年齢階層別（5歳刻み）の搬送率を算出。こ

の搬送率と本市の将来推計人口をかけ、救急需要の将来予測を実施。令和 42年度ま

での救急出場件数の将来予測を推計した。市内の人口が減少局面に入っても高齢化

の進展等の影響により、令和 42年度まで増加が続くことが示された。 

② 令和元年度及び令和 2年度の救急出場地点を地図上に落とし込み、現場到着時間が

本市の平均を超えたものを抽出。地図を 250mメッシュに区切り、平均を超えた件数が

多い地域に色を付けることにより、延伸傾向にある地域を可視化した。令和元年度は

「市内中心地域」や「A区北部」などが延伸傾向にある事が判明。また、令和 2年度は

「市内中心地域」に救急隊を配置したことにより延伸傾向が解消されたことがデータで

示された。 

③ 令和元年度の全救急出場事案を 1日のどの時間帯に出場しているか 1時間単位で分

類し、時間帯別出場件数のデータを作成。8時から 20時までの間に全体の約 2/3が

集中している事が判明した。 

上記①、②、③の分析結果に基づき、今後の救急需要対策の方針を定めた。 

• 救急出場件数の将来予測データから、現状の救急体制で対応が困難となる時期を把

握し、救急隊増隊の検討時期を明確にした。 

• 救急隊の現場到着時間が延伸傾向にある地域を地図データで特定し、救急隊の配置

が必要となる地域を明確にした。 

• 日中時間帯の救急出場件数が明らかに多いことから、日勤時間帯のみ運用する救急

隊の導入を決定した。 

利用した統計データ 仙台市総合消防情報システムに登録されている救急統計データ及び地図データ 

仙台市まちづくり政策局作成の将来推計人口データ 
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総務省「国勢調査」 

体制 消防局管理課を中心に、救急課及び総合消防情報システムのエンジニアの協力によりデー

タ分析 

 

取組の効果・成果 

✓ 救急需要予測データに基づいた救急体制の検討が可能となった。 

✓ 現場到着時間が延伸傾向にある地域を可視化したことにより、効果的な救急隊の配置署所の選定が可能となった。 

✓ 日中時間帯のみ運用する救急隊でも救急需要対策に効果がある事を定量的に示したことで導入決定に至った。通常の

24時間勤務の救急隊を増隊する場合に比べ、当直が不要なため仮眠室等の庁舎整備費が削減でき、また交代制勤務の

約半分の人員で運用が可能なため人件費も削減できた。 

上記により効果的かつ効率的な救急隊運用体制が構築され、救急隊現場到着時間の短縮及び救命率向上への効果が

期待される。 

 

図 1.市内全域における時間帯別救急出場状況 

今後の予定  

◆ 定期的に救急需要予測と地域別の現場到着時間を分析し、必要な救急体制の検討に活用する。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点  

救急件数が多い自治体では、統計データを集計するシステムが必要。地図上に救急出場データを落とし込む作業は手作

業では労力を要する。 

担当部署  

宮城県 仙台市 消防局 総務部 管理課 
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❺防災・危機管理 データ利活用型スマートシティ推進事業 

～スマートシティ防災システム～  群馬県 嬬恋村 

取組の背景 

 課題 

令和 1 年の台風 19 号の影響で甚大な被害を受けた村。情報の錯綜、住民への情報展開の遅れ、職員はじめ関係者同士の

煩雑な情報共有等、情報インフラの整備に関する課題も顕在化した。 

 きっかけ 

何か解決策がないか模索していたところ、ITbook ホールディングス株式会社（以下：ITbook）と前橋工科大学（以下：前工大）

より「データ利活用型スマートシティ推進事業」公募の話を頂いた。 

取組の内容 

目的 【課題に対する方向性】 

① 迅速・正確な災害情報に基づく効率的な対応 

災害時に避難所や被災地から災害対策本部に集約されたデータを、適切な権限を持つ

組織・人が適切な内容にアクセスし、効率的に災害対応ができるようにする。 

② 災害時のきめ細やかな支援 

災害時に避難所や被災地から収集したデータを個人の属性データや地図データなど他

のデータと組み合わせて、利活用できるようにする。 

③ 安全性の見える化 

平時においても、災害情報に常にアクセスできるようにしておき、災害が起きていない

ことやリスクの範囲が分かるようにする。 

【最終目的】 

安心安全な村づくりにより、住民や観光客の災害対策に対する満足度を高め、「嬬恋村

に住んで良かった。」「嬬恋村に住んでみたい。」「嬬恋村は安心だ。」と思われる村にす

ること。 

概要 ① 住民のニーズ調査について 

住民向け情報展開機能にあたり、住民に対してアンケートを実施し機能策定の参考にし

た。 

② 情報集約について 

上記アンケート及び各課関係者との打合せを重ね情報の Input/Outputを定義した。

下記例を示す。 

ア 避難所の状況把握の改善 

それまで各避難所には PCもなく、通信手段は、電話・携帯電話であった。証跡は

残らず対応の遅れ・失念に繋がり煩雑であった。今回のシステム化により避難所・

備蓄状況・収容人数はもちろん、災害時の本部のやりとりをWEBシステム内で完

結できる。本部／避難所ともに状況が集約されているため共通の情報を即座に把

握可能となっている。 
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イ 関係者同士の情報共有 

それまで災害状況について現地⇔本部はスマホ等用いた電話等で吸い上げてい

た。写真・状況の活字化は全て本部のホワイトボードで行っていた。避難所にいる

住民の識別や住民の属性（例：要介護）の把握、その属性に基づく対策や住民支援

が行われているか対策本部では把握が困難であった。今回のシステム化により現

地の状況把握⇒本部への報告⇒住民への情報通知を全てシステムで一元管理可

能としている。現地⇒本部への報告は LINE（※1）を媒体として写真、活字化を可

能としている。その情報を本部にて精査し本部⇒住民への情報通知も LINEにて

可能としている。 

 

ウ 住民が求めることについて 

アンケート結果、要望として下記が挙げられた。 

(1)防災無線の情報を得たい 

対策：防災無線・メールは継続し且つ、LINEにて自動プッシュを可能とした。 

(2)大雨・土砂・火山情報を得たい 

対策：国・群馬県の公開データを取得し閾値を超えたタイミングで確認が可能。 

(3)道路通行止め・迂回路の情報を得たい 

対策：パトロールの結果通行止めが必要と判断した場合、システム内の地図

（Googleマップ）を使用し見える化を可能とした。 

(4)避難所の開設状況・混雑・救援情報を得たい 

対策：自身の場所から最短の避難所の提示、混雑状況の提示をチャットボット及び

ダッシュボード形式で可能とした。 

(5)家族・友人・知人の安否情報を得たい 

対策：避難所担当者にて本システム上に避難者登録を順次行うことで、誰がどの避

難所に居るか検索を可能とした。 

【実績】 

令和 3年 7月 14日、15日、30日に庁内職員向け操作教育を ITbookと合同で開催し

た。また 8月 5日、9月 30日、令和 4年 1月 28日はシステムを実際に使用してみると

いうことで訓練を実施した。 

【今後】 

最低 1回／月、練習会を開催し当システムへの抵抗感をなくすと共に令和 4年度はより

充実したシステムとするために追加機能も検討している。平事・有事それぞれで役割分担

を明確にし、職員が自身に与えられた役割（機能）を責任をもって対処（活用）出来るよう

に体制作りを行う。 

※1…モバイルメッセンジャーアプリケーション 

利用した統計データ 水位データ、雨量データ、ライブカメラ、積雪 

現地報告データ（都度 LINEからのデータ（担当者より）を防災規制情報としてスタック）、パ

トロール情報（防災規制情報以外のパトロール情報） 

経費 28,500,000円 
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取組の効果・成果 

✓ アンケートの結果、要望として高かった「防災無線の情報得たい」に対して成果を残している。また住民参加型であること

から LINEを通じて倒木や施設の欠損など情報を、LINEを通じて確認されている。 

✓ 今後、教育／訓練を経て災害時の標準ツールとして活用していくだろう。 

✓ これまでの説明から、あくまで「災害時」しか活用されないかのように捉えられるかもしれない。今回のシステムは通常業

務の中でも活用できる仕組みとしている。パトロール機能は建設課や農林振興課など害獣・農地・道路パトロールを業務

の一つとしている課が主に活用する。情報を一つに集約・管理することで過去分の情報を即座に検索可能としており且

つ、現地職員と庁内職員の情報の迅速な連携を可能としている。 

 

今後の予定  

◆ 令和 3年度「データ利活用型スマートシティ推進事業」にも応募する。優先順位として「防災」が高かったが今回の応募で

は「観光」機能の追加を行う。 

【背景】 

軽井沢・草津に隣接しており温泉、観光施設・自然がある。中でもキャベツは全国的に有名で「嬬恋村」の認知度は高い。

しかし、通過点となり草津・軽井沢に人が流れてしまっている。 

【内容】 

事業としては 2軸で考えており下記となる。 
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1.観光客予備軍のビックデータを活用した観光業への新たな挑戦 

⇒観光客になり得る人々が観光施設に求めること、欲しい施設、必須アイテム、あってはならないこと（モノ）等、「想い」を

定期的にデータ化（アンケート）し FIWARE上に乗せることでデータ連携・見える化を可能とする。アンケートもこれまでの

ような紙・タブレットでのその場のみの対応ではなく、定期的に PDCAを回しやすい仕組み作りを行う。見える化した内容

から考察しイベント・施設新設、施設改修の判断材料とする。 

2.観光施設・グルメ情報等観光情報の集約及びチャットボット 

⇒ホームページ、パンフレット、観光協会等、観光施設またグルメ情報がバラバラに管理されている。またグルメであれば

初めて来た観光客が外見から判断し、美味しいと評判の飲食店を避ける事もあり得る。本システムでは観光施設・グルメ

の基本的な情報から住民参加型のおすすめ情報などを纏めエリア、テーマ、地図、AIチャットボットと様々な角度から提

供する。 

 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点  

システム導入する上で「要件定義」に力を入れること。実際に運用が始まってから「これじゃ運用できない」「もっとこうして

おけば良かった」となることが非常に多い。システム導入してから運用・運営を策定するのではなく、運用・運営を定義（要

件定義）した上で運用テストにて慣れる事が重要。 

担当部署  

群馬県 嬬恋村 未来創造課 
 

【参考 URL】 

■水位：https://www.river-gunma.jp/gunma/p1203/10/1_0_7_0.html 

■雨量：https://www.river-gunma.jp/gunma/p1102/10/1_11_1_0.html?1627504534251 

■ライブカメラ：http://www.kendobousai-gunma.jp/photo/area4.html 

■積雪：http://www.kendobousai-gunma.jp/snow/detail?pointId=30 

  

https://www.river-gunma.jp/gunma/p1203/10/1_0_7_0.html
https://www.river-gunma.jp/gunma/p1102/10/1_11_1_0.html?1627504534251
http://www.kendobousai-gunma.jp/photo/area4.html
http://www.kendobousai-gunma.jp/snow/detail?pointId=30
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❺防災・危機管理 
宇宙技術を活用した地域課題の解決 

佐賀県 

取組の背景 

 課題 

令和元年 8月に発生した佐賀豪雨により死者 3名、重傷者 3名、床上浸水 773棟、床下浸水 4,310棟と、甚大な被害を

もたらした。近年、豪雨による災害が頻発に発生しており、減災の必要性が高まっている。 

 きっかけ 

令和 2年度より JAXA との連携事業をスタートしたことをきっかけとして、宇宙技術を活用した地域課題解決を目指すこ

とにした。 

 発案者 

佐賀県 政策部 企画チーム 円城寺雄介 

取組の内容 

目的 自然災害発生時における衛星画像データ活用可能性の検証 

概要 令和元年 8月に佐賀県内で発生した豪雨災害を事例として衛星データ活用の可能性を検

証した。使用するデータは JAXAが保有する人工衛星だいち 2号（ALOS-2）などにより取

得。災害発生前後の画像を合成することにより、浸水域や土砂崩れ域を把握でき、ドローン

と組み合わせることで効率的な情報収集が可能になることが分かった。一方で、比較する画

像によっては季節変化（水田等の誤認）、土地利用変化を受けるため、浸水域を完全に特定

することが難しいことや、撮影タイミングと最大浸水時点の把握ギャップがあることが明らか

になった。 

 

利用したデータ 人工衛星だいち 2号（ALOS-2）などで取得した、光学画像および SAR画像 
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統計データを活用したこと

によるメリット 

人工衛星により被災状況の画像が取得できると、豪雨などで地上からの情報取得が困難な

場合などに、災害の影響を受けずに情報取得が可能になることから、避難や排水計画が迅

速に行えることになり、人命救助に繋がる。 

体制 佐賀県、株式会社 島内エンジニア 

経費 委託費：957千円 

取組の効果・成果 

✓ 人工衛星から豪雨時や夜間も撮像ができる SAR（合成開口レーダ）の画像データを活用することで災害時の被害確認を

行うことができる。一方で課題も確認できたことから、令和 2年度の調査で明らかになった課題の解消に引き続き取り組

むことにより、近年頻発する日本の災害対応は元より世界的な水害による被害軽減が期待できる。 

今後の予定  

◆ 令和 2年度の調査により明らかになった課題解消を目指して、令和 3年 3月に締結した JAXA との連携協定を活用した

取組を行っている。 

◆ 令和 3年 7月に佐賀県と JAXA、株式会社 Synspective（東京都江東区）、株式会社島内エンジニア（佐賀県佐賀市）の 4

者により、SAR衛星を活用した令和元年佐賀豪雨の解析をスタートさせ、令和 3年 8月に再び発生した佐賀豪雨の解析

も実施している。 

 

令和 3年 8月佐賀豪雨での浸水状況（※解析途中のもの） 

（提供）株式会社 Synspective 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点  

難易度や注意点は現時点で未知数であることから、そこに佐賀県が自治体として初めて取り組むことにより明らかにして

いきたい。 
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担当部署  

佐賀県 政策部 企画チーム 

 

【参考 URL】 

ジチタイワークスWeb（ジチタイワークス Vol.14 令和 3年 6月発行） 

「JAXA との連携によって今後目指していく、精度と実用性の高い災害対策とは。」 

https://jichitai.works/article/details/671 

 

佐賀県プレスリリース 

「JAXA との連携協定を活かして、水災害時における衛星データ活用実証を開始しました」 

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00381629/index.html 

 

  

https://jichitai.works/article/details/671
https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00381629/index.html
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❻住民生活・安全 
こどもを見守る地域連携事業 

富山県 富山市 

取組の背景 

 課題 

指定の登下校路はあるものの、今までは実態を調査する術がなかった。特に下校時の児童の行動実態が把握できていな

かった。 

 きっかけ 

スマートシティを実現するための官民連携プロジェクトのパイロット事業として実施した。なお実施に際しては総務省の「情

報通信技術利活用事業費補助金（データ利活用型スマートシティ推進事業）」に採択された「富山市スマートシティ推進基

盤構築事業」（現「富山市センサーネットワーク利活用促進事業」）の一環として実施している。 

 発案者 

富山県 富山市 

取組の内容 

目的 GPSセンサーを用いて収集した児童の登下校データを、ビッグデータとして解析・「見える

化」し、小学校や PTA、自治振興会等と共有することで、こどもの安全・安心の向上を図るも

の。 

概要 参加同意のあった児童（令和 2年度は 14校 1,940名）にGPSセンサーを貸与し、登下校

路の位置情報を取得する（各校 2週間程度）。 

取得した情報を富山大学と共同で分析・「見える化」する。 

各小学校、PTA、自治振興会等を交えた協議の場を設け、「見える化」した分析結果を元に、

現状の把握、危険地帯等への対応策の検討、更なるデータの活用方法など、市民との協同

による地域課題解決へのスキームの構築を図っている。 

 

利用した統計データ センサーネットワークを利活用して取得した児童登下校時の位置情報 
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統計データを活用したこと

によるメリット 

IoTセンサーという新たな手法を用いて収集したビッグデータを分析・「見える化」すること

で、児童の行動や登下校路の問題点が定量的に把握できるようになり、漠然とした議論では

なく、エビデンスに基づいた議論や改善案の検討ができるようになった。 

データを「見える化」することで、情報の共有化も図り易くなり、新 1年生の保護者や、交通

ボランティアなどとの情報共有が円滑になった。 

経費 センサーネットワーク構築費 219,000千円 

システム保守・運用支援業務委託（26,000千円）のうちの一部 

取組の効果・成果 

令和 2年度末時点で市内 30校で実施し、フォローアップのアンケート調査したところ以下の回答があった。（一部抜粋） 

✓ 解析結果により、学校近くの旧農協付近の横断歩道が混雑することが分かったので、学校や PTAが重点的に指導する

ようにした。 

✓ 解析結果を受け、交通安全協会の方が、学校前三叉路の交通指導を行った。 

今後の予定   

◆ 令和 5年度末までに市内小学校全 65校で実施予定 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点  

• データを解析できる人材の確保 

当事業では富山大学と共同で解析を行っている。 

• 参加者の理解 

新しい技術を用いた事業となるため、そのままだと参加者の理解が得られ辛い。小学校内のメーリングリストで参加を呼

び掛けて頂く、全保護者に簡略版のデータ解析結果を配布するなど、事業をご理解頂くための活動を行っている。 

• 位置情報の取り扱い方針の策定 

当事業で収集する位置情報は、個人宅や児童が滞留する公園やショッピングモール等の場所が特定できるため犯罪に利

用される恐れがあり、自宅付近の位置情報を収集しない等、外部に情報流出しないよう取り扱いを定めている。 

担当部署  

富山県 富山市 情報統計課 
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❻住民生活・安全 
鳴門市自転車活用推進計画 

徳島県 鳴門市 

取組の背景 

 課題 

• 人口減少等を踏まえた交流人口拡大施策の推進 

• 高齢者、観光客等の移動手段の確保 

• 安全快適な自転車通行空間の確保 

• 健康増進の推進 

取組の内容 

目的 “「自転車広域観光都市なると」における自転車フレンドリーなまちづくり”を計画のコンセプ

トとして、官民協働で自転車の活用推進に取り組み、市民の自転車利用による健康増進、交

流人口の拡大、そして脱炭素社会の実現を目指す。そして、大鳴門橋自転車道実現に向け、

自転車のソフト・ハードを含めた受け入れ環境整備を行う。 

概要 まず、自転車交通の現状を把握するにあたり、自転車利用に関する現状として、地域の交通

基盤（道路網、公共交通網、駅等）、交通特性（歩行者、自転車、自動車、公共交通の利用状

況や事故発生箇所等）、施設立地（自転車利用者が多く利用する施設など）の現状、並びに

計画について収集し整理した。 

加えて、地域で定めた交通安全、環境や観光、健康・福祉等、計画に関連すると考えられる

項目についても、現状を把握した。また、自転車交通量や自転車事故、自転車利用が見込ま

れる施設などの資料を整理するとともに、各道路データを活用し、「安全・安心・快適な自転

車通行空間」を示す「自転車ネットワーク路線」を設定した。 

利用したデータ 平成 22年度国勢調査データ、道路交通センサス（平成 17年度)、徳島県警提供事故デー

タ（平成 27年度〜令和元年度）、小・中・高校の通学路点検一覧・箇所図（平成 30年度〜

令和 2年度） 

経費 鳴門市サイクルコース調査検討業務 2,123千円 

取組の効果・成果 

✓ 徳島県と兵庫県が「大鳴門橋の下部空間を生かした自転車道の整備」を検討しており、実現すれば多くの観光客増加や

地域の活性化が見込まれるが、実現されるまでに本市、南あわじ市含めサイクリストを呼び込むための環境整備や積極

的な広報活動、関連イベント等の各種施策を、「鳴門市自転車活用推進計画」を基にして計画的に行っていく必要があ

る。 

今後の予定  

◆ 「鳴門市自転車活用推進計画」を基に、地域資源・地域特性を生かした自転車活用施策を推進する。 



 

 

令和 3年度 統計データ利活用事例集 

 

 

- 71 - 

 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点  

地域の観光協会や各種交通事業者（鉄道事業者、バス事業者など）、国県市の道路管理者、警察、有識者と緊密な連携を

取ることが必要。 

担当部署  

徳島県 鳴門市 戦略企画課 
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❼環境・エネルギー 
PM2.5（微小粒子状物質）測定局の適正配置 

熊本県 

取組の背景 

 課題 

平成 25年に中国で高濃度の PM2.5が観測されたことが国内で大きく報道されたことを契機に県民の社会的関心が高ま

った。このため、熊本県では事務処理基準*で定められた測定局数より 5局多い 19局を県の管轄域に設置し、詳細な監

視を行ってきた。その後、PM2.5環境基準達成率が大幅に改善したことを踏まえ、監視体制の効率化の検討が必要とな

っている。 

*大気汚染防止法第 22条の規定に基づく事務処理基準 

 きっかけ 

1． PM2.5環境基準達成率の改善 

全国：16%（平成 22年度）→94%（令和元年度） 県内：9%（平成 22年度）→88%（令和元年度） 

2． 頻発する機器の故障等に伴う維持管理費用の増加 

 発案者 

熊本県 環境保全課 

取組の内容 

目的 現状の測定局配置と同等の監視能力を維持したままで測定局数の削減が可能かどうかを

科学的に検討する。 

概要 ① 熊本県内の PM2.5大気汚染状況の概要の解析 

② PM2.5の空間濃度分布の推定 

③ 効率的な測定局配置の選定方法の開発 

利用したデータ 県内 PM2.5測定データ(平成 26年 4月～平成 30年 3月)、熊本地方気象台気象データ、

国土数値情報（土地利用細分メッシュデータ平成 30年度）、国立環境研究所環境数値デー

タベース（令和元年度）等 

統計データを活用したこと

によるメリット 

測定局を削減した場合の影響評価が可能となり、監視能力を維持したままで効率化した測

定局配置を科学的に選定できるようになった。 

経費 ソフトウェア検討・資料購入費等、委員会開催費（委員旅費、謝金、会場代等）事務費、その

他：数万円～十数万円 

取組の効果・成果 

✓ 外部有識者による検討委員会において、測定局を最大 5局削減可能であるとの結論を得た。これにより、機器整備、維持

管理費用等において、約 4,200千円／年の削減効果が見込まれる。 

✓ なお、PM2.5以外の大気汚染物質測定局の適正配置検討にも応用が可能。 
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今後の予定  

◆ 同手法の応用により、他の大気汚染物質測定局の適正配置に係る検討の余地あり。 

本取組を他の地方公共団体で取り入れる場合の難易度や注意点  

大気環境や統計解析に関する高度な技術や知識が必要であり、自治体の地方環境研究所等で十分な技術レベルを持っ

た人材を養成しておくことが必要。 

担当部署  

熊本県 保健環境科学研究所 大気科学部 

  

  


